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１　令和４年度当初予算の内容【総務局関係】

（一般会計） (単位  千円）

本　年　度　の　財　源　内　訳

本　年　度 前　年　度 比　　　較 特　　　定　　　財　　　源 備  考

国庫支出金 県　債 その他

341,401,226 307,178,870 34,222,356 576,110 605,000 1,346,500 338,873,616

37,467,207 34,758,395 2,708,812 576,110 598,000 1,229,717 35,063,380

303,934,019 272,420,475 31,513,544 - 7,000 116,783 303,810,236

357,084,438 316,460,932 40,623,506 - - 41,577,535 315,506,903

357,084,438 316,460,932 40,623,506 - - 41,577,535 315,506,903

50,592 40,000 10,592 - - - 50,592

50,592 40,000 10,592 - - - 50,592

2,000,000 2,000,000 0 - - - 2,000,000

2,000,000 2,000,000 0 - - - 2,000,000

700,536,256 625,679,802 74,856,454 576,110 605,000 42,924,035 656,431,111

- 84,000,000 80,297,471 △164,297,471 その他特定収入

700,536,256 625,679,802 74,856,454 576,110 84,605,000 123,221,506 492,133,640

（特別会計）

公 債 管 理
特 別 会 計

618,191,063 607,151,986 11,039,077

公 営 競 技
収益配分金等
管 理 会 計

1,400,000 1,417,882 △17,882

地 方 消 費 税
清 算 会 計

748,751,813 681,940,205 66,811,608

2,068,879,132 1,916,189,875 152,689,257総 務 局　計

一般会計  計

(款）諸支出金

(項）普通財産
　　 取 得 費

(款）予備費

(項）予備費

小　　　計

一般財源

(款）総務費

(項）総　務
　　 管理費

(項）徴税費

(款）公債費

(項）公債費

科目

内訳
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２ 令和４年度一般会計当初予算歳出の主な事業【総務局関係】 
 
 

【予算に関する説明書 79～80頁】 
(1) ２款 総務費 ６項 総務管理費          

・ 行政情報化推進費 296,403千円 
ア データ統合連携基盤の取組 125,767千円 

ＥＢＰＭや複合的な課題の解決に向けた分野横断的な政策立案等
に活用するため、新型コロナウイルス感染症対策や防災分野をはじ
め、多様なデータを収集、蓄積するデータ統合連携基盤の導入等を
行う。 

イ ＩＣＴ活用による業務効率化 42,760千円 
定型的な業務の効率化を図り、限られた予算・人材を有効に活用

するため、ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲを活用した業務自動化のための取
組を行う。 

ウ ヘルスケアＩＣＴシステムの推進 59,152千円 
県民や企業等の主体的な未病改善の取組を促進するため、「マ

イＭＥ－ＢＹＯカルテ」に、健康情報の収集・蓄積を図るととも
に、行政や民間による健康情報の利活用を進める。 

エ デジタル分野の専門的な研修の実施 10,417千円 
デジタル部門の職員等を対象に、ＤＸ推進に必要な専門知識、技

術等の習得を図るための専門的な研修を実施する。       
 

・ 行政情報ネットワーク事業費 2,362,145千円 
ア テレワークの推進   1,423,696千円 

モバイルパソコンやコミュニケーションアプリを活用し、時間
や場所にとらわれない柔軟な働き方を実現するとともに、業務継
続性を確保する。 

 
・ 電子自治体共同運営推進費  96,797千円 
ア 電子自治体共同運営サービス事業の推進 76,376千円 

県民サービスの向上を図るため、電子申請システム及び施設予約
システムを市町村等と共同で運営し、24時間どこからでもオンライ
ンで申請・届出や手数料の支払及び公共施設の予約を行えるように
する。 

  
イ 行政手続オンライン化の推進 20,421千円 

徹底した県民目線に立った行政サービスを提供するため、電子申
請システムとＷＥＢ会議システムを連携することにより対面手続の
オンライン化を実現するとともに、施設予約システムの対象施設を
拡充して、行政手続オンライン化の加速化を図る。 

一部○新  

○新  
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・ 情報セキュリティ対策事業費 1,033,307千円 
ア 神奈川情報セキュリティクラウドの構築・運用   886,795千円 

県と県域市町村等のインターネット接続口を 1 か所に集約し、 
より高い水準のセキュリティ対策を行うため、県が自治体情報
セキュリティクラウドを運営する。また、利便性や効率性を向
上させるため、次期セキュリティクラウドに移行する。 

 
・ 県有財産各所営繕費 458,767千円 

県有施設の維持管理のため、必要な維持修繕工事等を行う｡ 
 

・ 県有施設長寿命化対策費 1,100,000千円 
県有施設の長寿命化を図るため、既存施設の劣化に対して計画的

に修繕工事等を実施し、適切な維持管理を行う｡ 
 

・  県有財産活用推進費 237,662千円 
ア  県有財産活用推進費 217,972千円 

未利用県有地の有効活用のため、測量やアスベスト調査等を行
う。 

イ  県有財産老朽化対策推進費 19,690千円 
老朽化が進み更新が必要な施設について、民間活力の導入や施

設の最適配置による県費負担の軽減を図るため、民間活力導入可
能性調査等を行う。 
 
 

【予算に関する説明書 81～82頁】 
(2) ２款 総務費 ７項 徴税費   

・ 県税事務所等設備維持運営費    757,586千円 
ア  高相合同庁舎建替工事関係費    494,600千円 

老朽化が著しく耐震性に懸念がある高相合同庁舎について、建
替による再整備（令和８年度供用開始予定）を行う。また、敷地
内に仮設庁舎を設置し借上げる。 
 

・ 県民税利子割等交付金 272,555,793千円 
ア 県民税所得割交付金 1,642,942千円 
イ 県民税利子割交付金 755,867千円 
ウ 県民税配当割交付金 13,124,303千円 
エ 県民税株式等譲渡所得割交付金 9,868,916千円 
オ 法人事業税交付金 20,001,064千円 
カ 地方消費税交付金 201,797,331千円 
キ ゴルフ場利用税交付金 1,100,011千円 
ク 軽油引取税交付金 18,482,334千円 
ケ 自動車税環境性能割交付金 5,783,004千円 
コ 旧法による自動車取得税交付金 21千円 
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・ 個人県民税徴収取扱費交付金 16,139,977千円 
  
・ 県税過誤納還付金及び同還付加算金 10,000,000千円 

 
・ 賦課徴収事務費 1,790,461千円 
ア  県税事務所窓口におけるキャッシュレス化の推進      360千円 

県民の利便性向上のため、納税証明書の交付手数料を納付する
手段として、キャッシュレス決済を導入する。 

 
【予算に関する説明書 184頁】 

(3) 13款 公債費 １項 公債費            
・ 公債管理特別会計繰出金（元金） 333,259,285千円 
 
・ 公債管理特別会計繰出金（利子） 22,795,315千円 

 
・ 一時借入金利子 10,000千円 

 
・ 公債管理特別会計繰出金（公債諸費） 1,019,838千円 
 
 

【予算に関する説明書 185頁】 
(4) 14款 諸支出金 １項 普通財産取得費  

・ 土地建物等取得費 50,592千円 
県行政の推進に必要な用地を取得する｡ 
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【予算に関する説明書 202頁】 

３　令和４年度一般会計当初予算継続費について【総務局関係】

(既設定及び新規設定)

国　庫
支出金

県　債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

4 5,300 - - - 5,300 - - 5,300 5,300 - 27

5 14,400 - - - 14,400 - - - - 14,400 -

藤沢合同庁舎設
備棟新築工事設
計費

計 19,700 - - - 19,700 - - 5,300 5,300 14,400 27

 款 全　　　体　　　計　　　画
前 前 年

度 末

ま で の

支 出 額

前 年 度

末 ま で

の 支 出

( 見 込 )

額    

当 該

年 度

支 出

予 定 額

当該年度

末までの

支 出

予 定 額

翌 年 度

以 降 の

支 出

予 定 額

継 続

費 の

総 額

に 対

す る

進 捗

率  

 項

 2 総務費

 7 徴税費

年
度

年 割 額

左 の 財 源 内 訳

　事　業　名
特  定  財  源

一般財源

継続費についての前前年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額の
見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書
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【予算に関する説明書 207～208頁】 

(変　　更)

国　庫
支出金

県　債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

補正前
の 額

191,000 - 171,000 - 20,000

補 正
の 額

- - - - -

元川崎合同庁
舎除却費

補正後
の 額

191,000 - 171,000 - 20,000

補正前
の 額

112,000 - - - 112,000

補 正
の 額

- - 100,000 - △100,000

補正後
の 額

112,000 - 100,000 - 12,000

補正前
の 額

303,000 - 171,000 - 132,000

補 正
の 額

- - 100,000 - △100,000

補正後
の 額

303,000 - 271,000 - 32,000

補正前
の 額

12,000 - 10,000 - 2,000

補 正
の 額

- - - - -

緑警察署除却
費

補正後
の 額

12,000 - 10,000 - 2,000

補正前
の 額

122,000 - - - 122,000

補 正
の 額

- - 109,000 - △109,000

補正後
の 額

122,000 - 109,000 - 13,000

補正前
の 額

134,000 - 10,000 - 124,000

補 正
の 額

- - 109,000 - △109,000

補正後
の 額

134,000 - 119,000 - 15,000

継 続

費 の

総 額

に 対

す る

進 捗

率  

 項

 款 全　　　体　　　計　　　画
前 前 年

度 末

ま で の

支 出 額

前 年 度

末 ま で

の 支 出

( 見 込 )

額    

当 該

年 度

支 出

予 定 額

当 該 年

度 末 ま

で の

支 出

予 定 額

 2 総務費

3 - 12,000

年
度

年 割 額

左 の 財 源 内 訳

　事　業　名
特  定  財  源

一般財源

3

4

計

- 191,000

 2 総務費

 6 総務管理費

- - 112,000 112,000 -

区分

- 63

37

191,000 -

翌 年 度

以 降 の

支 出

予 定 額

- 191,000 112,000 303,000 - 100

- 12,000 - 9 6 総務管理費

4 - - 122,000 122,000 - 91

計 - 12,000 122,000 134,000 - 100
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【予算に関する説明書 225～228頁】 

４　令和４年度一般会計当初予算債務負担行為について【総務局関係】

(既設定及び新規設定)

事 項 限 度 額 区 分 期 間 金 額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

804,700

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

32,049

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 16,389

259,183

国庫支出金 116,400

県 債 －

そ の 他 356,209

2,882,111

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 151,112

233,958

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 218,316

2,997,073

左 の 財 源 内 訳

在庁情報提供シス
テム整備費

51,002

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

令和 3年度 18,953
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和 4 年度
～

令和 8 年度

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和 4 年度
～

令和 7 年度

32,049
一般財源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和 4 年度
～

令和 8 年度

人事給与システム
運営費

804,700

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和 4 年度
～

令和 9 年度

804,700
一般財源

共通基盤システム
運営費

380,513

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

令和 3年度 104,941
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和 4 年度
～

令和 7 年度

275,572
一般財源

自治体情報セキュ
リティクラウド事
業費

3,354,720

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和 4 年度
～

令和 7 年度

3,354,720
一般財源

神奈川電子自治体
共同運営サービス
事業費

526,144

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

令和元年度
～

令和 3 年度
141,074

特
定
財
源

3,215,389
一般財源

385,070
一般財源

コンピュータセン
ター整備運営費

5,115,296

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

令和元年度
～

令和 3 年度
1,899,907

特
定
財
源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書
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事 項 限 度 額 区 分 期 間 金 額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

17,012

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

159,675

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

556,000

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 1,157,968

－

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

17,093

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

2,580,231

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

339,192

左 の 財 源 内 訳

財産管理システム
運営費

23,800

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

令和 3 年度 4,253

川崎県税事務所借
上事業費

159,675

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

17,012

159,675

高相合同庁舎仮設
庁舎借上事業費

556,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和 4 年度
～

令和 7 年度

556,000

一般財源

高津合同庁舎借上
事業費

1,294,050

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

平成29年度
～

令和 3 年度
136,082

特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和 4 年度
～

令和 6 年度

1,157,968

一般財源

賦課徴収事務委託
費

17,093

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和 4 年度
～

令和 8 年度

17,093

一般財源

税務システム開発
運営費

4,293,382

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

平成29年度
～

令和 3 年度
1,713,151

特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和 4 年度
～

令和29年度

2,580,231

一般財源

同上 339,192

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和 4 年度
～

令和 5 年度

339,192

一般財源

特
定
財
源令和 4 年度

～
令和 7 年度 一般財源

特
定
財
源令和 4 年度

～
令和 5 年度 一般財源
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事 項 限 度 額 区 分 期 間 金 額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

負担する場
合は一般財
源

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

負担する場
合は一般財
源

左 の 財 源 内 訳

地方債の共同発行
によって生ずる連
帯債務

共同発行団体に
よる共同発行の
総額から神奈川
県の負担額を除
いた額及び当該
額に対する利子
相当額

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

同上

共同発行団体に
よる共同発行の
総額から神奈川
県の負担額を除
いた額及び当該
額に対する利子
相当額

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

共同発行団体による
共同発行の総額から
神奈川県の負担額を
除いた額及び当該額
に対する利子相当額

共同発行団体による
共同発行の総額から
神奈川県の負担額を
除いた額及び当該額
に対する利子相当額

特
定
財
源

令和 4 年度
～

令和13年度 一般財源

特
定
財
源

令和 4 年度
～

令和14年度 一般財源
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５　令和４年度公債管理特別会計当初予算の内容
(1) 総　括

（歳　入）

（歳　出） （単位　千円）

款 前年度予算額 比　 　 較

国　庫
支出金

県 債 そ　の　他

1 公 債 管 理 費 607,151,986 11,039,077 － 110,399,000 507,792,063

(2) 歳入の主な内訳 （単位　千円）

目 名 前年度予算額 比　 　 較

一 般 会 計 繰 入 金 316,450,932 40,623,506

特 別 会 計 繰 入 金 11,880,662 △ 355,377

基 金 繰 入 金 112,547,905 19,788,376

借     替    債 159,379,000 △ 48,980,000

(3) 歳出の内訳 （単位　千円）

目 名 前年度予算額 比　 　 較

元 金 376,726,690 20,890,991

利 子 33,034,420 △ 2,702,570

公 債 諸 費 2,137,254 △ 1,085,505

基 金 積 立 金 195,253,622 △ 6,063,839

1,051,749 一般会計公債諸費　　  1,019,838

189,189,783
満期一括償還元金積立金     182,333,724
基金運用益積立金 6,856,059

本年度予算額 説 明

397,617,681 一般会計償還元金 　386,024,141

30,331,850 一般会計償還利子　 　29,561,302

11,525,285 県営住宅事業会計繰入金　　 　7,753,428

132,336,281 県債管理基金繰入金

110,399,000 一般会計借換債 108,556,000

618,191,063 － 

本年度予算額 説 明

357,074,438

１ 公 債 管 理 収 入 618,191,063 607,151,986 11,039,077

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

本年度予算額 特 定 財 源

繰越金

【予算に関する説明書　249～251頁】　

（単位　千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較
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６　令和４年度公営競技収益配分金等管理会計当初予算の内容
(1)　総　括

（歳　入）

（歳　出） （単位　千円）

款 前年度予算額 比　 　 較

国　庫
支出金

県 債 そ　の　他

１ 公 営 競 技 収 益
   配分金等管理費

1,417,882 △ 17,882 － － 1,400,000

(2)　歳入の内訳 （単位　千円）

目　　　　名 前年度予算額 比　 　 較

収益配分金収入 1,400,000 0

繰 越 金 17,882 △ 17,882

(3)　歳出の内訳 （単位　千円）

目　　　　名 前年度予算額 比　 　 較

一般会計繰出金 717,882 △ 17,882

市町村自治振興
事業会計繰出金

700,000 0

【予算に関する説明書 253～255頁】　

（単位　千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

１ 公営競技収益配分金等管理収入 1,400,000 1,417,882 △ 17,882

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

本年度予算額 特 定 財 源

繰越金

1,400,000 －

本年度予算額 説 明

1,400,000 競馬事業収益配分金収入

－

本年度予算額 説 明

700,000

700,000
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７　令和４年度地方消費税清算会計当初予算の内容

(1)　総　括

（歳　入）

１　地方消費税清算収入

（歳　出）

(2)　歳入の内訳 （単位　千円）

(3)　歳出の内訳 （単位　千円）

説 明  一般会計への繰出金（清算後の地方消費税）

説 明  他の都道府県へ支払う清算金

一 般 会 計 繰 出 金 402,797,502 363,296,551 39,500,951 

説 明  国に支払う徴収取扱費負担金

地 方 消 費 税 清 算 金 344,928,646 317,711,099 27,217,547 

目　　　　名 本年度予算額 前年度予算額 比　 　 較

地方消費税徴収取扱費負担金 1,025,665 932,555 93,110 

地 方 消 費 税 清 算 金 収 入 378,339,891 338,577,218 39,762,673 

説 明  他の都道府県から支払われる清算金収入

貨 物 割 214,794,879 147,002,392 67,792,487 

説 明  国から払い込まれる地方消費税収入

譲 渡 割 155,617,043 196,360,595 △ 40,743,552 

説 明  国から払い込まれる地方消費税収入

-         -         748,751,813 -         

目　　　　名 本年度予算額 前年度予算額 比　 　 較

１　地方消費税清算費

748,751,813 681,940,205 66,811,608 

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
繰 越 金

国庫支出金 県 債 そ の 他

748,751,813 681,940,205 66,811,608 

（単位　千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較

【予算に関する説明書　257～259頁】　

（単位　千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較
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【議案（条例その他）４頁 定県第 26号議案】 

８ 職員の服務の宣誓に関する条例及び公安委員会の委員の服務の宣誓に関

する条例の一部を改正する条例の概要【総務局関係】 

(1) 改正の趣旨

新たに職員となった者の服務の宣誓に関し、任命権者等の面前におけ

る宣誓書への署名を不要とするなど、所要の改正を行うものである。 

(2) 改正の内容

職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正（第２条関係）

ア 新たに職員となった者の服務の宣誓について、任命権者又は任命

権者の定める上級職員の面前における宣誓書への署名を廃止する。

イ 新たに職員となった者は、天災その他緊急の事態に際し必要があ

るときは、宣誓書を提出する前においても、その職務を行うことが

できることとする。

(3) 施行期日

令和４年４月１日
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【議案（条例その他）５～６頁 定県第27号議案】 

９ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び学校職員の勤務時間、休暇等

に関する条例の一部を改正する条例の概要【総務局関係】 

(1) 改正の趣旨

職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると認

められる場合に取得できる不妊治療休暇の新設に伴い、所要の改正を行

うものである。 

(2) 改正の内容

職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正

ア 職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると

認められる場合には、その願い出に基づき、１年につき５日（当該通

院等が体外受精その他の人事委員会規則で定める不妊治療に係るもの

である場合にあっては、10日）の範囲内で、不妊治療休暇を与えるこ

とができることとする。（第15条の７第１項関係）

イ １年とは、暦年とする。（第15条の７第２項関係）

ウ 不妊治療休暇は、日又は時間を単位として与えることができること

とし、残日数の全てを使用しようとする場合において、当該残日数に

１時間未満の端数があるときは、当該残日数の全てを与えることがで

きることとする。（第15条の７第３項関係）

エ その他所要の改正を行う。（第８条及び第15条の６第１項関係）

(3) 施行期日

令和４年４月１日
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【議案（条例その他）７頁 定県第28号議案】 

 

10 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   非常勤職員の育児休業及び部分休業の取得要件について在職期間を考

慮しないこととするとともに、育児休業を取得しやすい勤務環境の整備

に関する措置等を定めるため、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

  ア 非常勤職員の育児休業及び部分休業の取得要件について、在職期間

を考慮しないこととする。（第２条第４号及び第28条第２号関係） 

  イ 職員から妊娠又は出産等についての申出があった場合における任命

権者が講じる措置等を定めることとする。（第32条関係） 

  ウ 育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするために任命権者

が講じる措置を定めることとする。（第33条関係） 

 

 (3) 施行期日 

   令和４年４月１日 
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【議案（条例その他）25頁 定県第41号議案】 

11 包括外部監査契約の締結について 

(1) 契約締結の趣旨

令和４年度の包括外部監査について、地方自治法第252条の36第１項

の規定に基づき、議会の議決を経て契約を締結しようとするものである。 

(2) 契約の内容

ア 契約の目的

包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

イ 契約の始期

令和４年４月１日

ウ 契約の金額

2,026万２千円を上限とする額

エ 費用の支払方法

概算払、監査の結果に関する報告提出後に精算

オ 契約の相手方

住所 横浜市栄区笠間三丁目45番Ｄ-907号

氏名 前田 一

資格 弁護士 
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12  令和３年度２月補正予算（その１）の内容【総務局関係】

（一般会計） (単位  千円）

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補正前の額 補正額 計 特　　　定　　　財　　　源 備  考

国庫支出金 県　債 その他

307,278,870 218,164,792 525,443,662 22,075 △206,000 △60,047 218,408,764

34,858,395 182,579,110 217,437,505 22,075 △206,000 △66,865 182,829,900

財政基金積立金
　 118,108,461
県債管理基金積
立金
　　64,214,172

272,420,475 35,585,682 308,006,157 - - 6,818 35,578,864
県民税利子割等
交付金
    37,568,507

316,460,932 △4,868,567 311,592,365 - - - △4,868,567

316,460,932 △ 4,868,567 311,592,365 - - - △4,868,567
公債管理特別会
計繰出金

40,000 △5,110 34,890 - - - △5,110

40,000 △ 5,110 34,890 - - - △5,110

2,000,000 - 2,000,000 - - - - 

2,000,000 - 2,000,000 - - - - 

625,779,802 213,291,115 839,070,917 22,075 △206,000 △60,047 213,535,087

- △367,774 △63,291,694 63,659,468 その他特定収入

625,779,802 213,291,115 839,070,917 22,075 △573,774 △63,351,741 277,194,555

（特別会計）

607,151,986 △ 5,279,486 601,872,500

1,417,882 1,000,000 2,417,882

681,940,205 78,493,654 760,433,859

1,916,289,875 287,505,283 2,203,795,158総 務 局 計

公 債 管 理
特 別 会 計

公 営 競 技
収益配分金等
管 理 会 計

地 方 消 費 税
清 算 会 計

一般会計 計

(款）諸支出金

(項）普通財産
　　 取 得 費

(款）予備費

(項）予備費

小　　　計

一般財源

(款）総務費

(項）総　務
　　 管理費

(項）徴税費

(款）公債費

(項）公債費

科目

内訳
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【議案（令和３年度予算）９頁　定県第177号議案】

13  令和３年度一般会計２月補正予算（その１）繰越明許費について【総
　務局関係】

金　　額

6

本 庁 舎 等 維 持 運 営 費

款 項 事　　　業　　　名

総 務 費2 33,800

総 務 管 理 費

33,800

33,800

千円
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14  令和３年度公債管理特別会計２月補正予算（その１）の内容

(1)　総　括

（歳　入）

（歳　出） （単位　千円）

款 補　正　額 計

国　庫
支出金

県 債 そ　の　他

１ 公 債 管 理 費 △ 5,279,486 601,872,500 -     -       △ 5,279,486

(2)　歳入の内訳 （単位　千円）

目　　　　名 補　正　額 計

財 産 運 用 収 入 △ 167,642 6,725,845

一般会計繰入金 △ 4,868,567 311,582,365

           

(3)　歳出の内訳 （単位　千円）

目　　　　名 補　正　額 計

【予算に関する説明書（令和３年度）　131～133頁】　

（単位　千円）

款 補正前の額 補 正 額 計

１ 公 債 管 理 収 入 607,151,986 △ 5,279,486 601,872,500

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補正前の額 特 定 財 源
繰越金

607,151,986 -      

補正前の額 説 明

6,893,487 基金運用利子

316,450,932

特別会計繰入金 11,880,662 △ 75,635 11,805,027 県営住宅事業会計繰入金   　　  △59,516

基 金 繰 入 金 112,547,905 △ 167,642 112,380,263 県債管理基金繰入金

補正前の額 説 明

元 金 376,726,690 32,665 376,759,355 一般会計償還元金

利 子 33,034,420 △ 3,854,920 29,179,500 一般会計償還利子　　　　　  △3,788,512

公 債 諸 費 2,137,254 △ 740,589 1,396,665 一般会計公債諸費　　　　　  　△729,159

基 金 積 立 金 195,253,622 △ 716,642 194,536,980
満期一括償還元金積立金　　  　△549,000
基金運用益積立金　　　　 　 　△167,642
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15  令和３年度公営競技収益配分金等管理会計２月補正予算（その１）の内容

(1)　総　括

（歳　入）

（歳　出） （単位　千円）

款 補　正　額 計

国　庫
支出金

県 債 そ　の　他

１ 公 営 競 技 収 益
配 分 金 等 管 理 費

1,000,000 2,417,882 -        -        1,000,000

(2)　歳入の内訳 （単位　千円）

目　　　　名 補　正　額 計

収益配分金収入 1,000,000 2,400,000

(3)　歳出の内訳 （単位　千円）

目　　　　名 補　正　額 計

一般会計繰出金 500,000 1,217,882

市町村自治振興
事業会計繰出金

500,000 1,200,000700,000

補正前の額 説 明

717,882

1,400,000 競馬事業収益配分金収入

1,417,882 - 

補正前の額 説 明

１公営競技収益配分金等管理収入 1,417,882 1,000,000 2,417,882

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補正前の額 特 定 財 源

繰越金

【予算に関する説明書（令和３年度）　135～137頁】　

（単位　千円）

款 補正前の額 補 正 額 計
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　【予算に関する説明書（令和３年度)　139～141頁】　

16  令和３年度地方消費税清算会計２月補正予算（その１）の内容

(1)　総　括

（歳　入）

１　地方消費税清算収入

（歳　出）

(2)　歳入の内訳 （単位　千円）

(3)　歳出の内訳 （単位　千円）

（単位　千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

681,940,205 78,493,654 760,433,859 

（単位　千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

１　地方消費税清算費

681,940,205 78,493,654 760,433,859 

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
繰 越 金

国庫支出金 県 債 そ の 他

-         -         76,058,872 2,434,782  

目　　　　名 補正前の額 補　正　額 計

譲 渡 割 196,360,595 △ 11,964,471 184,396,124 

説 明  国から払い込まれる地方消費税収入

貨 物 割 147,002,392 41,967,483 188,969,875 

説 明  国から払い込まれる地方消費税収入

地 方 消 費 税 清 算 金 収 入 338,577,218 46,055,860 384,633,078 

説 明  他の都道府県から支払われる清算金収入

目　　　　名 補正前の額 補　正　額 計

繰 越 金 0 2,434,782 2,434,782 

地方消費税徴収取扱費負担金 932,555 78,661 1,011,216 

説 明  国に支払う徴収取扱費負担金

地 方 消 費 税 清 算 金 317,711,099 23,004,901 340,716,000 

説 明  他の都道府県へ支払う清算金

一 般 会 計 繰 出 金 363,296,551 55,410,092 418,706,643 

説 明  一般会計への繰出金（清算後の地方消費税）
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【議案（令和３年度 条例その他）４～５頁 定県第195号議案】 

 

17 過疎地域における県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例

の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の施行に伴い、減収

補塡される地方税の課税免除の対象が拡充されたことを踏まえ、県内の

過疎地域の持続的発展を支援するため、当該減収補塡措置を活用した課

税免除を行うことに関し、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

減収補塡措置の対象となる課税免除を定める省令を引用すること等

により、課税免除の対象業種の追加等を行う。(第１条、第２条関係) 

 

(3) 施行期日等及び経過措置 

  ア  施行期日等 

    公布の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

  イ 経過措置 

  改正前の第２条第１項に規定する特別償却設備設置者に係る事業税、

不動産取得税及び固定資産税並びに同条第２項に規定する過疎地域内

において畜産業又は水産業を行う個人でその者又はその同居の親族の

労力によってこれらの事業を行った日数の合計がこれらの事業の当該

年における延べ労働日数の３分の１を超え、かつ、２分の１以下であ

るものに係る事業税の課税免除については、なお従前の例による。 

 

（参考）条例改正による課税免除の変更点 

項 目 現 行 条例改正による変更点 

対象業種 
製造業、旅館業、農林水産物

等販売業、畜産業、水産業 
「情報サービス業等」を追加 

対象となる設備投資 新設、増設のみ 「改築」や「修繕」等を追加 

取得価額要件 2,700万円超 
資本金の額に応じ、 

500 万円以上に引下げ 

設備投資の期間 
平成29年４月１日から 

令和３年３月31日まで 

令和３年４月１日から 

令和６年３月31日まで 

対象区域 過疎地域内 
「産業振興促進区域内」（※） 

に変更 
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項 目 現 行 条例改正による変更点 

税目及び免除期間 

事業税：３年間 

（畜産業、水産業は５年間） 

不動産取得税：取得時のみ 

固定資産税：３年間 

（変更なし） 

※ 過疎地域の市町村が作成する過疎地域持続的発展計画において、産業の振興を促進す
る区域として定められた区域 
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